
平成２９年１２月５日招集 

第４回天草市議会（定例会）議案書 

天 草 市 
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平成２９年第４回天草市議会（定例会）議案 

議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第８１号 専決処分事項の承認について 
平成２９年 

１２月５日 

議第８２号 
天草市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第８３号 

天草市非常勤職員の報酬及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

〃   

議第８４号 
天草市職員の退職手当に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第８５号 
天草市税特別措置条例の一部を改正す

る条例の制定について 
〃   

議第８６号 
天草市新和育苗施設条例を廃止する条

例の制定について 
〃   

議第８７号 
天草市営住宅条例の一部を改正する条

例の制定について 
〃   

議第８８号 
天草市道路占用料徴収条例の一部を改

正する条例の制定について 
〃   

議第８９号 

天草市が管理する市道に設ける道路標

識の寸法を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について 

〃   

議第９０号 あらたに生じた土地の確認について 〃   

議第９１号 字の区域の変更について 〃   

議第９２号 指定管理者の指定について 〃   

議第９３号 市道路線の認定について 〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第９４号 
平成２９年度天草市一般会計補正予算

（第４号） 

平成２９年 

１２月５日 

議第９５号 
平成２９年度天草市国民健康保険特別

会計補正予算（第１号） 
〃   

議第９６号 
平成２９年度天草市介護保険特別会計

補正予算（第２号） 
〃   

議第９７号 
平成２９年度天草市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号） 
〃   

議第９８号 
平成２９年度天草市浄化槽市町村整備

推進事業特別会計補正予算（第１号） 
〃   

議第９９号 
平成２９年度天草市国民健康保険診療

施設特別会計補正予算（第１号） 
〃   

議第１００号 
平成２９年度天草市歯科診療所特別会

計補正予算（第１号） 
〃   

議第１０１号 
平成２９年度天草市斎場事業特別会計

補正予算（第３号） 
〃   

議第１０２号 
平成２９年度天草市病院事業会計補正

予算（第１号） 
〃   

議第１０３号 
平成２９年度天草市水道事業会計補正

予算（第２号） 
〃   

議第１０４号 
平成２９年度天草市下水道事業会計補

正予算（第３号） 
〃   
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議第８１号 

   専決処分事項の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２９年度天草

市一般会計補正予算（第３号）について、別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求め

る。 

  平成２９年１２月５日提出 

天草市長 中 村 五 木 

 （提案理由） 

 専決処分したときは、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、その承認

を得る必要がある。 
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天草市専決第１０号 

専 決 処 分 書 

平成２９年度天草市一般会計補正予算（第３号）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。 

平成２９年９月２８日 

天草市長 中 村 五 木   

 （専決処分の理由） 

 平成２９年１０月２２日に執行される衆議院議員総選挙に伴う経費について、その予算措置

に急を要するが、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定

により専決処分する。 
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平成２９年度天草市一般会計補正予算（第３号）

　平成２９年度天草市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 60,246千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 55,799,537千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。
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第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

15 県支出金 3,629,782 60,246 3,690,028

 3 県委託金 131,214 60,246 191,460

52,109,509 52,109,509

55,739,291 60,246 55,799,537歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
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     歳        出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 8,823,491 60,246 8,883,737

 5 選挙費 72,544 60,246 132,790

46,915,800 46,915,800

55,739,291 60,246 55,799,537歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
8
 
-



議第８２号 

天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

平成２９年１２月５日提出 

                           天草市長 中 村 五 木 

天草市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 天草市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年天草市条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第３号ア（イ）中「第２条の３第３号において」を「以下」に改め、「という。）」

の次に「（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）」を加える。 

第２条の３第２号中「この条」の次に「及び次条」を加える。 

 第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から２歳に達するま

での子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該子の１歳６箇

月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用され

る日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のい

ずれにも該当するときとする。 

 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日において地方等育児休

業をしている場合 

 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のため

に特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 
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 第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉法第３９条

第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園又は児童福祉法第２

４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を

希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え、同条第７号中「該

当すること」の次に「又は第２条の４の規定に該当すること」を加える。 

 第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等における保育の利

用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加える。 

 第１１条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について保育所等に

おける保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）の一部改正等に伴い、条

例を改正する必要がある。  

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８３号 

天草市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 天草市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

 天草市長 中 村 五 木   

天草市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

天草市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年天草市条例第４０号）の一

部を次のように改正する。 

別表退職手当審査会委員の項の次に次のように加える。 

公務災害補償等審査会委員 日額 １０，０００ 

別表固定資産評価審査委員会の項を次のように改める。 

固定資産評価審査委員会委員 日額 １０，０００ 

別表介護保険要介護認定訪問調査員の項中「１３９，１００」を「１４３，２００」に、同

表保育士嘱託員の項中「１３３，０００」を「１３３，８００」に、同表幼稚園補助教員の項

中「１３３，０００」を「１３３，８００」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 報酬の額を定めるには、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第４項の規

定により、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８４号 

   天草市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

                            天草市長 中 村 五 木 

   天草市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

天草市職員の退職手当に関する条例（平成１８年天草市条例第５０号）の一部を次のように 

改正する。 

第１１条第１０項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加

える。 

 その者が次のいずれかに該当する場合 

ア 特定退職者であって、雇用保険法第２４条の２第１項各号に掲げる者に相当する者と

して規則で定める者のいずれかに該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第４条第

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困難な

者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定め

る者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めた

もの 

 第１１条第１１項第５号中「公共職業安定所の」を「公共職業安定所、職業安定法第４条第

８項に規定する特定地方公共団体若しくは同法第１８条の２に規定する職業紹介事業者の」に

改める。 

 附則に次の１項を加える。 

１３ 平成３４年３月３１日以前に退職した職員に対する第１１条第１０項の規定の適用につ

いては、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８条まで及び附則第５条」と、同項第２
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号中「イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困

難な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定め

る者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの」とあ 

とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条第１１項第５号の改正規定及び附

則第３項の規定は、平成３０年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の天草市職員の退職手当に関する条例（以下「新条例」という。）

第１１条第１０項（第２号に係る部分に限り、新条例附則第１３項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した天草市職員の退職手当に関する条例

第３条第１項に規定する職員(同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。)をいう。

次項において同じ。）であって天草市職員の退職手当に関する条例第１１条第１項第２号に

規定する所定給付日数から同項に規定する待機日数を減じた日数分の同項の退職手当又は同

号の規定の例により雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の規定を適用した場合におけ

るその者に係る同号に規定する所定給付日数に相当する日数分の同条第３項の退職手当の支

給を受け終わった日が施行日以後であるものについて適用する。 

３ 退職職員であって雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１４号）第４条

の規定による改正後の職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）（以下この項において「改

正後職業安定法」という。）第４条第８項に規定する特定地方公共団体又は改正後職業安定

法第１８条の２に規定する職業紹介事業者の紹介により職業に就いたものに対する新条例第

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が 

困難な者であって、同法第２４条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定 

める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために 

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、 

かつ、市長が同法第２４条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するため 

に必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

（アに掲げる者を除く。） 

「 

」 

るのは 
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１１条第１１項（第５号に係る部分に限り、天草市職員の退職手当に関する条例第１１条第

１５項において準用する場合を含む。）の規定は、当該退職職員が当該紹介により職業に就

いた日が附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日以後である場合について適用する。 

（提案理由） 

 雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１４号）の施行に伴い、条例を改正

する必要がある。  

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８５号 

   天草市税特別措置条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市税特別措置条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

                            天草市長 中 村 五 木 

   天草市税特別措置条例の一部を改正する条例 

 天草市税特別措置条例（平成１９年天草市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「。以下「法」という。）第２条」を「）第２条第１項」に、「において、」を「

（次条において「過疎地域」という。）内において」に、「法第３０条」を「同法第３０条」

に、「）又は」を「）若しくは」に改め、「（以下これらを「事業」という。）」を削り、「、

又は」を「、若しくは増設した者、離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規

定により離島振興対策実施地域として指定された地域（第３条において「離島振興地域」とい

う。）内において製造の事業、旅館業（下宿営業を除く。）、情報サービス業その他離島振興

法第二十条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（

平成５年自治省令第１号）第１条各号に掲げる事業の用に供する設備を新設し、若しくは増設

した者、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年

法律第４０号。第４条において「地域未来投資促進法」という。）第４条第２項第１号に規定

する促進区域（第４条において「促進区域」という。）内において同法第１７条に規定する承

認地域経済牽
けん

引事業（第４条において「承認地域経済牽引事業」という。）のための施設のう

ち地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二十五条の地方公

共団体等を定める省令（平成１９年総務省令第９４号）第２条に規定する対象施設（第４条に

おいて「対象施設」という。）を設置した同法第１４条第１項に規定する承認地域経済牽引事

業者（第４条において「承認地域経済牽引事業者」という。）又は半島振興法（昭和６０年法

律第６３号）第９条の４第１項に規定する認定産業振興促進計画（以下この条及び第５条にお

いて「認定産業振興促進計画」という。）に記載された同法第９条の２第２項第１号に規定す

る計画区域（第５条において「認定産業振興促進計画区域」という。）内において認定産業振
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興促進計画に定められた同法第１７条各号に掲げる事業の用に供する施設若しくは設備を新設

し、若しくは」に改める。 

 第２条の見出しを「（過疎地域内における固定資産税の課税免除）」に改め、同条中「法第

２条第２項」を「過疎地域内において、過疎地域自立促進特別措置法第２条第２項」に改め、

「以下」の次に「この条において」を加え、「新設又は増設された租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第１２条第１項の表の第１号の第２欄又は第４５条第１項の表の第１号の第

２欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第１２条第１項の表の第１号の第３欄又は第４５条

第１項の表の第１号の第３欄の規定の適用を受けるもの（取得価額の合計額が２，７００万円

を超えるものに限る。）」を「、過疎地域自立促進特別措置法第三十一条の地方税の課税免除

又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１２年自治省令第２０号）

第１条第１号イに規定する特別償却設備を新設し、又は増設した者について、当該特別償却設

備」に、「土地については、その」を「土地の」に改める。 

 第７条を第１０条とする。 

 第６条の見出し中「課税免除」の次に「又は不均一課税」を加え、同条中「に規定する課税

免除」を「から第５条までの規定による課税免除又は不均一課税の措置」に改め、「、課税免

除」の次に「若しくは不均一課税の措置」を加え、「免除した」を「天草市税条例第６２条に

規定する率により算定した」に改め、同条第２号及び第３号中「課税免除」の次に「又は不均

一課税の措置」を加え、同条を第９条とする。 

 第５条の見出しを「（課税免除又は不均一課税の措置の承継）」に改め、同条第１項中「事

業」を「第２条から第５条までの規定により課税免除又は不均一課税の措置を受けることがで

きる者が実施する事業」に、「以下」を「次項において」に改め、同条を第８条とする。 

 第４条の見出し中「課税免除」の次に「又は不均一課税」を加え、同条中「に規定する課税

免除」を「から第５条までの規定の適用」に改め、同条を第７条とする。 

 第３条の見出し中「課税免除」の次に「又は不均一課税」を加え、同条中「前条」を「第２

条から前条まで」に改め、「課税免除」の次に「又は不均一課税」を加え、「最初に固定資産

税が課されることとなる」を「これらの措置がされた最初の」に改め、同条を第６条とする。 

 第２条の次に次の３条を加える。 

 （離島振興地域内における固定資産税の課税免除） 

第３条 離島振興地域内において、離島振興法第２条第２項の規定による主務大臣の公示の日 

（以下この条において「公示日」という。）から平成３１年３月３１日までの間に、離島振 
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興法第二十条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省 

令第２条第１号イに規定する特別償却設備を新設し、又は増設した者について、当該特別償 

却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（公示日以後において取得 

したものに限り、かつ、土地の取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とす 

る当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産 

税は、その課税を免除することができる。 

 （促進区域内における固定資産税の課税免除） 

第４条 促進区域内において、地域未来投資促進法第４条第１項に規定する基本計画に係る同 

条第６項の規定による同意（平成３１年３月３１日までに行われたものに限る。）の日（以 

下この条において「同意日」という。）から起算して５年以内に、承認地域経済牽引事業の 

ための施設のうち対象施設を設置した承認地域経済牽引事業者について、対象施設の用に供 

する家屋及び構築物（対象施設の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除 

く。）並びにこれらの敷地である土地（同意日以後において取得したものに限り、かつ、土 

地の取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建 

設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税は、その課税 

を免除することができる。 

 （認定産業振興促進計画区域内における固定資産税の不均一課税） 

第５条 認定産業振興促進計画区域内において、認定産業振興促進計画に記載された半島振興 

法第９条の２第２項第４号に規定する計画期間（以下この条において「計画期間」という。） 

の初日から平成３１年３月３１日までの間（計画期間の末日が同月３１日前である場合にあ 

っては当該計画期間、同日前に同法第２条第１項の規定により半島振興対策実施地域として 

指定された地区に該当しないこととなった場合にあっては計画期間の初日からその該当しな 

いこととなった日までの期間、平成３１年３月３１日前に同法第９条の７第１項の規定によ 

り認定産業振興促進計画の認定を取り消された場合にあっては計画期間の初日からその取り 

消された日までの期間）に、半島振興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用さ 

れる場合等を定める省令（平成７年自治省令第１６号）第１条第１号に規定する特別償却設 

備を新設し、又は増設した者について、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに当 

該家屋の敷地である土地（計画期間の初日以後において取得したものに限り、かつ、土地の 

取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があっ 

た場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税の税率は、天草市税条例第６ 
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２条の規定にかかわらず、最初に固定資産税が課されることとなる初年度にあっては１００ 

分の０．１４、第２年度にあっては１００分の０．３５、第３年度にあっては１００分の０． 

７とすることができる。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の天草市税特別措置条例の規定は、平成３０年度以後の年度分の固 

定資産税に係る課税免除又は不均一課税の措置について適用し、この条例の施行の日前にこ 

の条例による改正前の天草市税特別措置条例第２条の規定により行った課税免除の措置につ 

いては、なお従前の例による。 

（提案理由） 

 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）に基づく産業の振興に関する計画、地域経済牽引事

業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第４０号）に基づく

地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画及び半島振興法（昭和６０年法律第６３号）に

基づく産業振興促進計画を策定したことに伴い、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６

条の規定により、新たに課税免除及び不均一課税の措置を実施するため、条例を改正する必要

がある。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８６号 

天草市新和育苗施設条例を廃止する条例の制定について 

 天草市新和育苗施設条例を廃止する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

                            天草市長 中 村 五 木   

天草市新和育苗施設条例を廃止する条例 

 天草市新和育苗施設条例（平成１８年天草市条例第１８３号）は、廃止する。 

 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

 新和育苗施設の廃止に伴い、条例を廃止する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８７号 

   天草市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

                            天草市長 中 村 五 木 

   天草市営住宅条例の一部を改正する条例 

 天草市営住宅条例（平成１８年天草市条例第２３５号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第１項中「第１０条」を「第１１条」に改める。 

 第１４条第１項中「第１１条」を「第１２条」に改める。 

第１５条第１項ただし書中「場合」の次に「（次条第１項ただし書に規定する場合を除く。）」

を加える。 

 第１６条第１項に次のただし書を加える。 

  ただし、入居者が公営住宅法施行規則第８条各号に掲げる者に該当する場合において、収 

入の申告をすること及び第３６条第１項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情 

にあると市長が認めるときは、この限りでない。 

 第１６条第２項中「第８条」を「第７条」に改め、同条第３項中「収入の額」を「入居者の

収入（同項ただし書に規定する場合にあっては、公営住宅法施行規則第９条に規定する方法に

より把握した収入）」に、「当該額」を「当該収入の額」に改める。 

 第３２条第２項中「第８条第２項」の次に「（第１６条第１項ただし書に規定する場合にあ

っては、令第８条第３項において準用する同条第２項）」を加える。 

 第３９条及び第４０条中「第１１条」を「第１２条」に改める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の第１５条第１項、第１６条第１項及び第３項並びに第３２条第２ 

 項の規定は、平成３０年度以後の年度の市営住宅の家賃について適用する。 
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（提案理由） 

 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）の一部改正等に伴い、条例を改正する必要がある。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８８号 

   天草市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

         天草市長 中 村 五 木   

天草市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

天草市道路占用料徴収条例（平成１８年天草市条例第２３１号）の一部を次のように改正す

る。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

占用物件 占用料 

単位 金額 

法第３２条第

１項第１号に

掲げる工作物

第一種電柱 １本につき１年 ６４０円

第二種電柱 ９８０円

第三種電柱 １，３２０円

第一種電話柱 ５７０円

第二種電話柱 ９１０円

第三種電話柱 １，２５０円

その他の柱類 ５７円

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メートルに

つき１年 

６円

地下に設ける電線その他の線類 ３円

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ５６０円

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

３４０円

変圧塔その他これに類するもの及び公１個につき１年 １，１４０円
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衆電話所 

郵便差出箱及び信書便差出箱 ４８０円

広告塔 表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

１，０６０円

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

１，１４０円

法第３２条第

１項第２号に

掲げる物件 

外径が０．０７メートル未満のもの 長さ１メートルに 

つき１年 

２４円

外径が０．０７メートル以上０．１メ

ートル未満のもの 

３４円

外径が０．１メートル以上０．１５メ

ートル未満のもの 

５１円

外径が０．１５メートル以上０．２メ

ートル未満のもの 

６８円

外径が０．２メートル以上０．３メー

トル未満のもの 

１００円

外径が０．３メートル以上０．４メー

トル未満のもの 

１４０円

外径が０．４メートル以上０．７メー

トル未満のもの 

２４０円

外径が０．７メートル以上１メートル

未満のもの 

３４０円

外径が１メートル以上のもの ６８０円

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

１，１４０円

法第３２条第

１項第５号に

掲げる施設 

地下街及

び地下室

階数が１のもの Ａに０．００４を

乗じて得た額 

階数が２のもの Ａに０．００７を

乗じて得た額 

階数が３以上のもの Ａに０．００８を

乗じて得た額 
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上空に設ける通路 ５３０円

地下に設ける通路 ３２０円

その他のもの １，１４０円

法第３２条第

１項第６号に

掲げる施設 

祭礼、縁日等に際し、一時的に設ける

もの 

占用面積１平方メ

ートルにつき１日 

１１円

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

１１０円

道路法施行令

（昭和２７年

政令第４７９

号。以下「令」

という。）第

７条第１号に

掲げる物件 

看板（アーチであ

るものを除く。）

一時的に設けるもの表示面積１平方メ

ートルにつき１月 

１１０円

その他のもの 表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

１，０６０円

標識 １本につき１年 ９１０円

旗ざお 祭礼、縁日等に際し、

一時的に設けるもの

１本につき１日 １１円

その他のもの １本につき１月 １１０円

幕（令第７条第４

号に掲げる工事

用施設であるも

のを除く。） 

祭礼、縁日等に際し、

一時的に設けるもの

その面積１平方メ

ートルにつき１日 

１１円

その他のもの その面積１平方メ

ートルにつき１月 

１１０円

アーチ 車道を横断するもの１基につき１月 １，０６０円

その他のもの ５３０円

令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

１，１４０円

令第７条第３号に掲げる施設 Ａに０．０２８を

乗じて得た額 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第５号

に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

１１０円

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同条第７号

に掲げる施設 

１１０円

令第７条第８トンネルの上又は高架の道路の路面下占用面積１平方メ Ａに０．０２を乗
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号に掲げる施

設 

に設けるもの ートルにつき１年 じて得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０２を乗

じて得た額 

その他のもの Ａに０．０２８を

乗じて得た額 

令第７条第９

号に掲げる施

設 

建築物 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

Ａに０．０２を乗

じて得た額 

その他のもの Ａに０．０１４を

乗じて得た額 

令第７条第１

０号に掲げる

施設及び自動

車駐車場 

建築物 Ａに０．０２を乗

じて得た額 

その他のもの Ａに０．０１４を

乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０２８を

乗じて得た額 

（備考） 

１ 第一種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。）のうち３

条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下この項において同じ。）

を支持するものを、第二種電柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、

第三種電柱とは、電柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものとする。 

２ 第一種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する電線を支持する

柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を

設置する者が設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを、第

二種電話柱とは、電話柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第三種電話柱と

は、電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものとする。 

３ 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電話柱に設置す

る電線をいうものとする。 

４ 表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。 

５ Ａは、近傍類似の土地（令第７条第８号に掲げる施設のうち特定連結路附属地に設け

るものについて近傍類似の土地が存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成
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上の諸要素が類似した土地）の固定資産税評価額を表すものとする。 

６ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが１平方メートル若しくは

１メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さに１平方メートル若しくは

１メートル未満の端数があるときは、その端数を切り上げて計算するものとする。 

７ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が１年未満であるとき、

又はその期間に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算するものとする。この

場合において、１月未満の端数があるときは、その端数を切り上げて計算するものとす

る。 

８ 占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の期間に１月未満の端数があ

るときはその端数を切り上げて計算するものとする。 

   附 則 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の占用に係る占用料につ

いて適用し、同日前の占用に係る占用料については、なお従前の例による。 

 （提案理由） 

 道路占用料の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８９号 

   天草市が管理する市道に設ける道路標識の寸法を定める条例の一部を改正する条例の制

定について 

 天草市が管理する市道に設ける道路標識の寸法を定める条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

         天草市長 中 村 五 木   

天草市が管理する市道に設ける道路標識の寸法を定める条例の一部を改正する条例 

 天草市が管理する市道に設ける道路標識の寸法を定める条例（平成２４年天草市条例第４７

号）の一部を次のように改める。 

 第２条中「昭和３５年総理府・建設省令第３号」の次に「。以下「標識令」という。」を加

える。 

「                 「 

別表の１案内標識の表中 を 

」              

「                 「  

に、                を                 に、 

」                 」                 」 

「                「                 「 

を                 に、 

」                 」 

          「                 「 

         を                 に、 

」                 」 

       「                 「 

を                 に、                  

非常電話 

（１１６の２） 

待避所 

（１１６の３） 

登坂車線 

（１１７の２―Ａ） 

度緩和指定道路 

８の３―Ａ） 

   非常電話 

   （１１６の４） 

待避所 

（１１６の５） 

登坂車線 

（１１７の３―Ａ） 

総重量限度緩和指定道路 

（１１８の４―Ａ） 

総重量限度緩和指定道路 

（１１８の５―Ｂ） 

総重量限

（１１ 

総重量限度緩和指定道

（１１８の３―Ｂ） 

路 高さ限度緩和指定道路 

（１１８の５―Ｂ） 
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＋形道路交差点あ 

り（２０１―Ａ） 

    」                  」                 」 

 「  「 「 

を                 に、                を 

                 」                 」 

 に改める。 

 」  

「 「 

  」 

      」 

 別表備考第１項中 を次のように改める。 

 標識令に定める本標識で、この表に寸法が図示されているものにあっては図示の寸

法（その単位はセンチメートルとする。以下この備考において同じ。）を基準とし、

それ以外のものにあっては表示される文字及び記号を適切に配置することができる寸

法とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和３５年総理府・建設省令第３号）の改正

を踏まえ、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の４―Ｂ） 

路 高さ限度緩和指定道路 

（１１８の４―Ａ） 

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の５―Ａ） 

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の４―Ｂ） 

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の５―Ｂ） 

＋形道路交差点あり（２１０―Ａ） 別表の２警戒標識の表

に改める。 

を
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議第９０号 

あらたに生じた土地の確認について 

天草市の区域内に公有水面の埋立てにより、あらたに次に掲げる土地を生じたため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定により確認するものとする。 

平成２９年１２月５日提出 

天草市長 中 村 五 木 

天草市牛深町字宮崎３１９６の１７及び３１９６の１８に隣接する無番地地先、同３１９６

の２３地先、同３１９６の２３及び３１９６の２に隣接介在する道路地先、同３１９５の３地

先、同３１８２の４、３１９０の２に隣接介在する道路地先、３１８２の３２、３１８２の３

１、３１８２の３０、３１８２の２４、３１８２の１５、３１８２の１０及び３１８２の８に

隣接介在する道路地先、字鬼塚２０６１の１１に隣接する道路地先、同２０６１の１６に隣接

する無番地地先、字石神２０３９の１２、２０３９-１２６地先、２０３９の８５に隣接する

無番地地先、同２０３９の５２及び２０３９の６４地先、同２０３９の８３及び２０３９の１

０２に隣接する無番地地先、字白濱１２１１の２３、１２１１の４８、１２１１の４９、１２

１１の５０、１２１１の５１、１２１１の５２地先の公有水面埋立地 

３５，７７５．１２平方メートル

（提案理由） 

 市の区域内にあらたに生じた土地を確認するには、地方自治法第９条の５第１項の規定によ

り、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第９１号 

   字の区域の変更について 

公有水面の埋立てにより、あらたに次に掲げる土地を生じたため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２６０条第１項の規定により天草市の字の区域を次のとおり変更するものと

する。 

  平成２９年１２月５日提出 

天草市長 中 村 五 木 

あらたに生じた土地 編入する字

 天草市牛深町字宮崎３１９６の１７及び３１９６の１８に隣接

する無番地地先、同３１９６の２３地先、同３１９６の２３及び

３１９６の２に隣接介在する道路地先、同３１９５の３地先、同

３１８２の４、３１９０の２に隣接介在する道路地先、３１８２

の３２、３１８２の３１、３１８２の３０、３１８２の２４、３

１８２の１５、３１８２の１０及び３１８２の８に隣接介在する

道路地先、字鬼塚２０６１の１１に隣接する道路地先公有水面埋

立地 

          ２０，９８３．２５平方メートル 

天草市牛深町

字宮崎 

天草市牛深町字鬼塚２０６１の１１に隣接する道路地先、同２０

６１の１６に隣接する無番地地先、字石神２０３９の１２、２０

３９-１２６地先、２０３９の８５に隣接する無番地地先、同２０

３９の５２及び２０３９の６４地先、同２０３９の８３及び２０

３９の１０２に隣接する無番地地先、字白濱１２１１の２３、１

２１１の４８、１２１１の４９、１２１１の５０、１２１１の５

１、１２１１の５２地先公有水面埋立地 

１４，７９１．８７平方メートル 

天草市牛深町

字石神 
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（提案理由） 

 市の区域内の字の区域を変更するには、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の

議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第９２号 

   指定管理者の指定について 

 天草市営火葬場条例（平成２０年天草市条例第５３号）第１１条第１項の規定に基づく指定

管理者を次のとおり指定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

天草市長 中 村 五 木 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市営天草本渡斎場 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市新和町小宮地６５８７番地 

  有限会社光正社 

３ 指定の期間 

  平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第９３号 

市道路線の認定について 

 市道の路線を次のように認定するものとする。 

  平成２９年１２月５日提出 

天草市長 中 村 五 木  

１ 認定する路線 

路線

番号
路線名 起点 終点 

総延長

ｍ 

道路敷 

幅員ｍ 

参考資料 

図面番号 

3322 
森ノ木１号

線 

本渡町本泉字森ノ

木 75 番 5 地先 

本渡町本泉字森ノ

木 72 番 18 地先 
179.8 

6.0～ 

11.3 
① 

3323 
森ノ木２号

線 

本渡町本泉字森ノ

木 76 番 1 地先 

本渡町本泉字森ノ

木 81 番 5 地先 
112.6 

6.0～ 

13.8 
① 

3324 
森ノ木支線

１号 

本渡町本泉字森ノ

木 73 番 14 地先 

本渡町本泉字森ノ

木 73 番 29 地先 
35.2 

4.0～ 

9.1 
① 

3325 
森ノ木支線

２号 

本渡町本泉字森ノ

木 99 番 6 地先 

本渡町本泉字森ノ

木 98 番 2 地先 
30.0 

6.0～ 

13.0 
① 

3326 
本郷前田１

号線 

河浦町宮野河内字

前田 336 番 13 地先

河浦町宮野河内字 

前田 336 番 17 地先 
50.2 

5.0～ 

10.5 
② 

3327 
本郷前田２

号線 

河浦町宮野河内字

前田 336 番 22 地先

河浦町宮野河内字 

前田 336 番 25 地先 
55.0 

5.0～ 

9.0 
② 

 （提案理由） 

 市道の路線を認定するには、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定

により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第９４号

平成２９年度天草市一般会計補正予算（第４号）

　平成２９年度天草市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,986,665千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 57,786,202千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表　繰越明許費補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第３条　債務負担行為の追加は、「第３表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第４条　地方債の追加及び変更は、「第４表　地方債補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
3
4
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

10 地方交付税 23,801,000 △521,576 23,279,424

 1 地方交付税 23,801,000 △521,576 23,279,424

12 分担金及び負担金 550,791 525 551,316

 1 分担金 12,688 525 13,213

14 国庫支出金 6,883,646 80,211 6,963,857

 1 国庫負担金 5,402,987 109,615 5,512,602

 2 国庫補助金 1,462,595 △29,404 1,433,191

15 県支出金 3,690,028 7,305 3,697,333

 1 県負担金 2,204,100 △3,253 2,200,847

 2 県補助金 1,294,468 10,558 1,305,026

17 寄附金 301,201 1,220 302,421

 1 寄附金 301,201 1,220 302,421

18 繰入金 3,628,239 △186,568 3,441,671

 2 基金繰入金 3,628,239 △186,568 3,441,671

19 繰越金 1 2,515,764 2,515,765

 1 繰越金 1 2,515,764 2,515,765

20 諸収入 516,276 88,687 604,963

 5 雑入 307,227 88,687 395,914

21 市債 6,406,600 1,097 6,407,697

 1 市債 6,406,600 1,097 6,407,697

10,021,755 10,021,755

55,799,537 1,986,665 57,786,202歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
3
5
 
-



     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 265,130 799 265,929

 1 議会費 265,130 799 265,929

 2 総務費 8,883,737 2,007,599 10,891,336

 1 総務管理費 8,123,096 2,004,177 10,127,273

 2 徴税費 323,214 △12,660 310,554

 3 地籍調査費 64,052 △246 63,806

 4 戸籍住民基本台帳費 165,302 △6,594 158,708

 5 選挙費 132,790 27,523 160,313

 6 統計調査費 26,611 △166 26,445

 7 監査委員費 48,672 △4,435 44,237

 3 民生費 17,297,075 △222,246 17,074,829

 1 社会福祉費 5,114,094 △138,180 4,975,914

 2 高齢者福祉費 4,318,838 △83,269 4,235,569

 3 児童福祉費 6,324,666 △2,768 6,321,898

 4 生活保護費 1,538,977 1,971 1,540,948

 4 衛生費 6,554,839 △79,045 6,475,794

 1 保健衛生費 1,004,723 5,953 1,010,676

 2 環境費 3,410,453 11,111 3,421,564

 3 斎場費 100,776 △4,448 96,328

 4 水道費 937,643 △53,145 884,498

 5 病院費 934,177 △32,982 901,195

 6 看護専門学校費 167,067 △5,534 161,533

 5 農林水産業費 2,599,417 △4,924 2,594,493

 1 農業費 1,371,747 △4,127 1,367,620

 2 林業費 334,155 △3,980 330,175

 3 水産業費 893,515 3,183 896,698

補 正 前 の 額 補 正 額 計

-
 
3
6
 
-



(単位：千円)

款 項

 6 商工費 1,662,048 20,385 1,682,433

 1 商工費 1,662,048 20,385 1,682,433

 7 土木費 3,200,793 45,608 3,246,401

 1 土木管理費 227,474 17,134 244,608

 2 道路橋梁費 1,683,987 7,484 1,691,471

 3 河川費 201,182 △531 200,651

 4 港湾費 160,630 514 161,144

 5 都市計画費 666,922 14,906 681,828

 7 住宅費 260,598 6,101 266,699

 8 消防費 3,209,560 △59 3,209,501

 1 消防費 3,209,560 △59 3,209,501

 9 教育費 5,101,198 15,674 5,116,872

 1 教育総務費 1,234,338 △85,550 1,148,788

 2 小学校費 2,361,621 30,253 2,391,874

 3 中学校費 237,381 15,947 253,328

 4 幼稚園費 123,899 9,238 133,137

 6 学校給食費 582,292 15,180 597,472

 7 社会教育費 561,667 30,606 592,273

10 災害復旧費 159,022 202,874 361,896

 1 農林水産施設災害復旧費 61,686 14,600 76,286

 2 公共土木施設災害復旧費 97,336 188,274 285,610

6,866,718 6,866,718

55,799,537 1,986,665 57,786,202歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
3
7
 
-



　１　繰越明許費の追加 （単位：千円）

　５　農林水産業費 　２　林業費 5,049

　３　水産業費 51,000

94,000

　６　商工費 　１　商工費 50,000

　７　土木費 　２　道路橋梁費 165,000

　５　都市計画費 56,000

65,000

　７　住宅費 128,600

　８　消防費 　１　消防費 1,079,060

　９　教育費 　２　小学校費 19,980

　３　中学校費 13,036

　10　災害復旧費 　１　農林水産施設 46,600

　　　災害復旧費 4,000

8,240

154,544

22,050　　　災害復旧費 現年発生単独公共土木施設

　２　公共土木施設 現年発生補助公共土木施設

市営住宅ストック総合改善事業

防災行政無線整備事業

小学校施設大規模改造事業

中学校施設大規模改造事業

現年発生補助農業施設

現年発生単独治山施設

現年発生単独林業施設

熊本天草幹線道路連絡街路整備事業

都市計画道路太田町水の平線整備事業

﨑津観光交流広場整備事業

第２表　繰越明許費補正

款 項 事　　　業　　　名 金　額

単独漁港整備事業

漁村再生交付金事業

単独治山事業

市道改良（交付金）事業

-
 
3
8
 
-



第３表　債務負担行為補正

　　１　債務負担行為の追加 （単位：千円）

限　度　額

17,470

3,383

12,593

13,779

658,816

217,588

219,606

221,622

10,485

5,218

5,267

6,758

5,768

24,035

7,938

8,012

8,085

38,520

379,731

21,233

コミュニティエフエム行政放送委託料 平成30年度

平成30年度

事　　　　　　　　　　　　　項 期　　　間

広報紙印刷製本費 平成30年度

新和町巡回バス運行業務委託料 平成30年度

広報紙配送業務委託料 平成30年度

コミュニティエフエム局管理事業費 平成30年度

コミュニティセンター指定管理業務委託料（１施設）

御所浦クリーンセンター運転管理業務委託料 平成30年度

一般廃棄物収集運搬業務委託料（本渡地区・不燃を除く全て） 平成30年度

平成30年度～平成32年度

　　　　年度別内訳

平成30年度

ごみ袋作製費 平成30年度

コミュニティセンター指定管理業務委託料（５１施設）

平成31年度

平成32年度

平成30年度～平成31年度

　　　　年度別内訳

平成30年度

平成31年度

コミュニティセンター指定管理業務委託料（１施設）

御所浦保育所通園バス運行業務委託料

平成30年度～平成32年度

　　　　年度別内訳

平成30年度

平成31年度

平成32年度

-
 
3
9
 
-



（単位：千円）

限　度　額

370,515

122,328

123,591

124,596

160,023

371,030

23,158

103,316

2,495

7,848

2,592

2,616

2,640

天草キリシタン館入館者等整理誘導警備業務委託料 平成30年度

平成32年度

天草キリシタン館エスカレーター・エレベーター保守点検業務委託料

平成30年度～平成32年度

　　　　年度別内訳

平成30年度

平成31年度

スクールバス運行管理業務委託料（牛深東小中３台・本渡東小２台・有明小５台） 平成30年度

事　　　　　　　　　　　　　項 期　　　間

スクールボート運航管理業務委託料 平成30年度

平成31年度

防災行政無線整備事業費 平成30年度

天草市汚泥再生処理センター運転管理業務委託料

平成30年度～平成32年度

　　　　年度別内訳

平成30年度

平成32年度

道路維持補修業務委託料 平成30年度

-
 
4
0
 
-



第４表　地方債補正

　　１　地方債の追加 （単位：千円）

限度額 起債の方法

12,300
証書借入
又は
証券発行

　　２　地方債の変更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

　小学校施設整備事業 1,268,600
証書借入
又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　政府資金については
その融資条件により、
銀行その他の場合には
その債権者と協定する
ものによる。ただし、
市財政の都合により据
置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換え
することができる。

1,287,500
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

　災害復旧事業 1,109,700 〃 〃 〃 1,187,700 〃 〃 〃

　臨時財政対策債 1,461,000 〃 〃 〃 1,352,897 〃 〃 〃

補 正 前 補 正 後
起債の目的

起債の目的 利率 償還の方法

　中学校施設整備事業

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

　政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

-
 
4
1
 
-



議第９５号

平成２９年度天草市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度天草市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 203,493千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 15,625,502千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
4
2
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 3 国庫支出金 4,026,641 △76,080 3,950,561

 1 国庫負担金 2,450,199 △76,080 2,374,119

 5 療養給付費交付金 199,062 37,284 236,346

 1 療養給付費交付金 199,062 37,284 236,346

 6 前期高齢者交付金 3,494,980 △144,418 3,350,562

 1 前期高齢者交付金 3,494,980 △144,418 3,350,562

 9 繰入金 1,335,106 △150,847 1,184,259

 1 一般会計繰入金 1,335,105 △150,847 1,184,258

10 繰越金 100,001 537,554 637,555

 1 繰越金 100,001 537,554 637,555

6,266,219 6,266,219

15,422,009 203,493 15,625,502歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
4
3
 
-



     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 150,839 △1,182 149,657

 1 総務管理費 130,591 △1,182 129,409

 2 保険給付費 9,441,115 286,900 9,728,015

 1 療養諸費 8,178,815 234,000 8,412,815

 2 高額療養費 1,219,000 52,900 1,271,900

 3 後期高齢者支援金等 1,439,105 △105,997 1,333,108

 1 後期高齢者支援金等 1,439,105 △105,997 1,333,108

 4 前期高齢者納付金等 1,323 3,662 4,985

 1 前期高齢者納付金等 1,323 3,662 4,985

 6 介護納付金 605,700 △48,312 557,388

 1 介護納付金 605,700 △48,312 557,388

 8 保健事業費 153,916 679 154,595

 1 保健事業費 116,229 600 116,829

 2 特別総合保健事業費 37,687 79 37,766

11 諸支出金 10,686 59,332 70,018

 1 償還金及び還付加算金 10,002 59,332 69,334

12 予備費 50,000 8,411 58,411

 1 予備費 50,000 8,411 58,411

3,569,325 3,569,325

15,422,009 203,493 15,625,502歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
4
4
 
-



議第９６号

平成２９年度天草市介護保険特別会計補正予算（第２号）

　平成２９年度天草市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 240,642千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 11,560,569千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
4
5
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 3 国庫支出金 3,066,233 980 3,067,213

 2 国庫補助金 1,187,295 980 1,188,275

 5 県支出金 1,604,931 2,019 1,606,950

 1 県負担金 1,536,973 2,019 1,538,992

 7 繰入金 1,874,880 △58,529 1,816,351

 1 一般会計繰入金 1,674,880 △58,529 1,616,351

 8 繰越金 9,645 296,172 305,817

 1 繰越金 9,645 296,172 305,817

4,764,238 4,764,238

11,319,927 240,642 11,560,569歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
4
6
 
-



     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 268,431 9,201 277,632

 1 総務管理費 154,160 9,201 163,361

 6 基金積立金 740 166,833 167,573

 1 基金積立金 740 166,833 167,573

 8 諸支出金 12,645 64,608 77,253

 1 償還金及び還付加算金 12,645 64,608 77,253

11,038,111 11,038,111

11,319,927 240,642 11,560,569歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
4
7
 
-



議第９７号

平成２９年度天草市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度天草市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 16,373千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,192,534千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
4
8
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 4 繰入金 482,840 △22,626 460,214

 1 一般会計繰入金 482,840 △22,626 460,214

 5 繰越金 1 6,253 6,254

 1 繰越金 1 6,253 6,254

726,066 726,066

1,208,907 △16,373 1,192,534

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 総務費 41,579 549 42,128

 1 総務管理費 40,030 549 40,579

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,130,510 △16,922 1,113,588

 1 熊本県後期高齢者医療広域 1,130,510 △16,922 1,113,588

連合納付金

36,818 36,818

1,208,907 △16,373 1,192,534歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
4
9
 
-



議第９８号

平成２９年度天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度天草市の浄化槽市町村整備推進事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 580千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 120,166千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
5
0
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 6 繰入金 63,197 △717 62,480

 1 一般会計繰入金 62,389 △717 61,672

 7 繰越金 1 137 138

 1 繰越金 1 137 138

57,548 57,548

120,746 △580 120,166

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 浄化槽市町村整備推進事業費 89,665 △580 89,085

 1 浄化槽市町村整備推進事業費 89,665 △580 89,085

31,081 31,081

120,746 △580 120,166

歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
5
1
 
-



議第９９号

平成２９年度天草市国民健康保険診療施設特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度天草市の国民健康保険診療施設特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 102千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 196,241千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
5
2
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 5 繰入金 96,460 △22,500 73,960

 1 一般会計繰入金 96,460 △22,500 73,960

 6 繰越金 1 22,602 22,603

 1 繰越金 1 22,602 22,603

99,678 99,678

196,139 102 196,241

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 総務管理費 152,711 102 152,813

 1 総務管理費 152,711 102 152,813

43,428 43,428

196,139 102 196,241

歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
5
3
 
-



議第１００号

平成２９年度天草市歯科診療所特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度天草市の歯科診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 555千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 59,558千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
5
4
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 3 繰入金 31,581 △10,811 20,770

 1 一般会計繰入金 31,581 △10,811 20,770

 4 繰越金 1 11,366 11,367

 1 繰越金 1 11,366 11,367

27,421 27,421

59,003 555 59,558

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 総務管理費 39,980 555 40,535

 1 総務管理費 39,906 555 40,461

19,023 19,023

59,003 555 59,558

歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

歳　　出　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
5
5
 
-



議第１０１号

平成２９年度天草市斎場事業特別会計補正予算（第３号）

　平成２９年度天草市の斎場事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　　平成２９年１２月５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　天草市長　中　村　五　木

-
 
5
6
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 (単位：千円)

款 項

 3 繰入金 100,776 △4,448 96,328

 1 繰入金 100,776 △4,448 96,328

 4 繰越金 1 4,448 4,449

 1 繰越金 1 4,448 4,449

3,930 3,930

104,707 0 104,707歳　　入　　合　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　項　に　係　る　額

-
 
5
7
 
-



　（総　則）

第１条 平成２９年度天草市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 平成２９年度天草市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

（ 計 ）

（２）延患者数 248,107 人 △ 814 人 247,293 人

　　　入院患者数 医療型療養病床 38,325 人 △ 365 人 37,960 人

結核病床 1,460 人 △ 365 人 1,095 人

　　　外来患者数 一般外来 147,379 人 879 人 148,258 人

介護サービス 6,923 人 △ 963 人 5,960 人

（３）一日平均患者数 784 人 △ 3 人 781 人

　　　入院患者数 医療型療養病床 105 人 △ 1 人 104 人

結核病床 4 人 △ 1 人 3 人

　　　外来患者数 一般外来 503 人 3 人 506 人

介護サービス 24 人 △ 4 人 20 人

　（収益的収入及び支出）

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（ 計 ）

第１款 3,987,196 千円 △ 20,456 千円 3,966,740 千円

第１項 3,357,450 千円 △ 21,864 千円 3,335,586 千円

第２項 629,734 千円 329 千円 630,063 千円

第３項 12 千円 1,079 千円 1,091 千円

第１款 3,987,196 千円 △ 20,456 千円 3,966,740 千円

第１項 3,901,802 千円 △ 29,275 千円 3,872,527 千円

第４項 4,000 千円 8,819 千円 12,819 千円

議第１０２号

支　　出

医 業 費 用

予 備 費

平成２９年度天草市病院事業会計補正予算（第１号）

病院事業収益

収　　入

医 業 収 益

（ 補正予定額 ）

医 業 外 収 益

（ 既決予定額 ）

（ 科　　　目 ） （ 既決予定額 ）

特 別 利 益

（ 科　　　目 ） （ 補正予定額 ）

病院事業費用

-
 
5
8
 
-



　（資本的収入及び支出）

第４条 予算第４条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「224,806千円」を「220,914千円」に、過年度分損益勘

　定留保資金「207,049千円」を「203,157千円」に改め、資本的収入の予定額を次のとおり補正する。

第１款 288,546 千円 3,892 千円 292,438 千円

第３項 680 千円 652 千円 1,332 千円

第５項 0 千円 3,240 千円 3,240 千円

　（債務負担行為）

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額について、「第１表　債務負担行為」のとおり追加する。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

職 員 給 与 費 2,510,716 千円 △ 41,426 千円 2,469,290 千円

　（他会計からの補助金）

第７条 予算第10条に定めた補助金の金額を次のように改める。

　　平成２９年１２月５日提出

他会計補助金

（ 科　　　目 ）

資本的収入

981千円合　　　　　　計

他会計補助金

25,981千円

既決予定額

680千円

25,000千円

24,320千円

652千円 1,332千円

計

病院事業収益

（ 補正予定額 ） （ 計 ）

（１）

補正予定額項

収　　入

（ 計 ）

資本的収入

款

天草市長　　中　村　五　木

329千円 24,649千円医業外収益

（ 既決予定額 ）

固定資産売却代金

（ 科　　　目 ） （ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ）

-
 
5
9
 
-



第１表　債務負担行為

　１ 債務負担行為の追加 （単位：千円）

事　　項 期間 限度額

病院清掃業務委託料（牛深・河浦） 平成30年度～平成32年度 72,602

　年度別内訳

平成30年度 23,978

平成31年度 24,201

平成32年度 24,423

浄化槽保守点検業務委託料 平成30年度～平成32年度 28,170

　年度別内訳

平成30年度 9,302

平成31年度 9,391

平成32年度 9,477

透視撮影装置保守業務委託料 平成30年度～平成32年度 11,712

　年度別内訳

平成30年度 3,868

平成31年度 3,904

平成32年度 3,940

自動分析装置保守業務委託料 平成30年度～平成32年度 9,539

　年度別内訳

平成30年度 3,150

平成31年度 3,180

平成32年度 3,209

Ｘ線撮影装置保守業務委託料 平成30年度～平成32年度 2,984

　年度別内訳

平成30年度 985

平成31年度 995

平成32年度 1,004

-
 
6
0
 
-



事　　項 期間 限度額

ＦＣＲシステム保守業務委託料 平成30年度～平成32年度 2,978

　年度別内訳

平成30年度 983

平成31年度 993

平成32年度 1,002

自動ドア保守管理業務委託料 平成30年度～平成32年度 2,527

　年度別内訳

平成30年度 834

平成31年度 843

平成32年度 850

電話設備保守管理業務委託料 平成30年度～平成32年度 1,655

　年度別内訳

平成30年度 546

平成31年度 552

平成32年度 557

検査・健診システム保守業務委託料 平成30年度～平成32年度 1,515

　年度別内訳

平成30年度 500

平成31年度 505

平成32年度 510

感染性産業廃棄物処理業務委託料 平成30年度～平成32年度 契約に定める額

　年度別内訳

平成30年度 契約に定める額

平成31年度 契約に定める額

平成32年度 契約に定める額

オーダーリングシステム等保守管理委託料 平成30年度 15,831

ＣＴスキャナ保守業務委託料 平成30年度 14,534

-
 
6
1
 
-



事　　項 期間 限度額

医用画像システム保守点検業務委託料 平成30年度 11,287

医療ガス設備保守点検業務委託料 平成30年度 4,852

空調設備保守点検業務委託料 平成30年度 4,398

エレベーター等保守管理業務委託料 平成30年度 4,201

病院管理等業務委託料 平成30年度 2,856

病院清掃業務委託料（栖本） 平成30年度 2,010

内視鏡保守点検業務委託料 平成30年度 1,847

排水処理槽点検業務委託料 平成30年度 1,433

財務会計システム保守管理委託料 平成30年度 1,300

消防設備保守点検業務委託料 平成30年度 1,250

人工呼吸器等保守点検業務委託料 平成30年度 1,210

医療事務コンピュータソフトウェア更新業務委託料 平成30年度 977

日立ＭＲイメージング装置保守料 平成30年度 810

医療事務コンピュータ保守点検業務委託料 平成30年度 469

浄化槽清掃等業務委託料 平成30年度 445

眼科自動視野計保守業務委託料 平成30年度 389

栄養管理システムソフトウェア保守委託料 平成30年度 312

廃棄物収集運搬処理業務委託料 平成30年度 契約に定める額

臨床検査業務委託料 平成30年度 契約に定める額

患者衣・寝具等賃借料 平成30年度～平成32年度 契約に定める額

　年度別内訳

平成30年度 契約に定める額

平成31年度 契約に定める額

平成32年度 契約に定める額

医事コンピューター賃借料 平成30年度 1,296

酸素供給装置賃借料 平成30年度 契約に定める額

人工呼吸器賃借料 平成30年度 契約に定める額

-
 
6
2
 
-



第１条　平成２９年度天草市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。　

（収益的収入及び支出）

第２条　平成２９年度天草市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　事　業　費 2,701,982 千円 △ 11,825 千円 2,690,157 千円

　　第１項　営　業　費　用 2,402,657 千円 △ 11,825 千円 2,390,832 千円

（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「１，２４２，８９７千円」を「１，２２２，４１３千円」に、当年度

   分消費税及び地方消費税資本的収支調整額「４０，８９０千円」を「３６，２６４千円」に、過年度分損益勘定留保資金「１，２０２，００７千円」を

　「１，１８６，１４９千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　資　本　的　収　入 334,613 千円 △ 53,145 千円 281,468 千円

　　第３項　工　事　負　担　金 105,300 千円 △ 53,145 千円 52,155 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,577,510 千円 △ 73,629 千円 1,503,881 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 595,007 千円 △ 73,629 千円 521,378 千円

支　　　　出

収　　　　入

議第１０３号

平成２９年度天草市水道事業会計補正予算（第２号）

（科　　　目）

（総 　　 則）

（科　　　目）

支　　　　出

（既決予定額） （補正予定額） （計）

（計）（既決予定額） （補正予定額）

-
 
6
3
 
-



第４条　予算第７条（１）に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

(1) 職 　員 　給 　与　 費 194,870 千円 △ 23,094 千円 171,776 千円

平成２９年１２月５日提出

天草市長　中　村　五　木

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

-
 
6
4
 
-



第１条　平成２９年度天草市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。　

（収益的収入及び支出）

第２条　平成２９年度天草市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　事　業　収　益 1,945,565 千円 1,885 千円 1,947,450 千円

　　第２項　営　業  外　収　益 1,099,386 千円 1,885 千円 1,101,271 千円

　第１款　事　　業　　費 1,854,768 千円 1,885 千円 1,856,653 千円

　　第１項　営 　業 　費 　用 1,688,866 千円 1,885 千円 1,690,751 千円

（資本的収入及び支出） 46,547

第３条　予算第４条本文括弧書中、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３２，３１２千円、過年度分損益勘定留保資金６９，４０１千円、

   当年度分損益勘定留保資金５７１，２０６千円で補てんするものとする。」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４６，５４７千円、

   減債積立金１３６，５０２千円、過年度分損益勘定留保資金３５，３０８千円、当年度分損益勘定留保資金４５４，５６２千円で補てんするものとする。」

   に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　第１款　資　本　的　収  入 835,319 千円 4,374 千円 839,693 千円

　　第２項　補　　　助　　　金 420,902 千円 4,374 千円 425,276 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,508,238 千円 4,374 千円 1,512,612 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 772,495 千円 4,374 千円 776,869 千円

支　　出

（科　　　目）

収　　入

議第１０４号

支　　出

平成２９年度天草市下水道事業会計補正予算（第３号）

（科　　　目）

（総 　　 則）

収　　入

（既決予定額） （補正予定額） （計）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

-
 
6
5
 
-



（債務負担行為）

第４条　予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額について次のとおり追加する。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,110

6,510

7,138﨑津浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

通詞島排水処理施設維持管理業務委託 平成30年度

宮野河内浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

2,407

6,748

1,550

3,622

1,555

21,670

6,953

9,661

6,592

8,616

佐伊津浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

佐伊津地区雨水ポンプ場運転管理業務委託 平成30年度

新町浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

本郷漁業集落排水処理施設維持管理業務委託 平成30年度

宮田浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

8,617

9,891

下田浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

一町田浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

汚泥脱水業務委託 平成30年度

棚底浄化センター維持管理業務委託 平成30年度

高浜浄化センター維持管理業務委託 平成30年度 10,367

本渡浄化センター汚泥運搬処分業務委託 平成30年度

限　　度　　額

本渡処理区マンホールポンプ場運転管理業務委託 平成30年度

本渡処理区雨水渠スクリーン清掃管理業務委託 平成30年度

事　　　　項 期　　　間

-
 
6
6
 
-



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第９条（１）に定めた経費の金額を次のように改める。

　（１）職員給与費 97,918 千円 6,259 千円 104,177 千円

（他会計からの補助金）

第６条　予算第１０条の表中に定めた、補助を受ける金額「５６９，５１０千円」を「５７１，３９５千円」に、「１５０，０２７千円」を

　「１５４，４０１千円」に改める。

平成２９年１２月５日提出

天草市長　中　村　五　木

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

-
 
6
7
 
-


